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第１章 調査の概要 
 
１－１ 要請の背景・経緯 

シエラレオネ共和国（以下、「シ」国と記す）は、2002年の内戦終結以降、国際社会の支援や

自助努力により平和は回復し、緊急復興から開発の段階にシフトしつつある。しかしながら、人

間開発指数は176位／177位（2006年）と著しく貧しい状況を脱しておらず、支援が必要な状況に

変化はない。特に、電力分野においては、電力政策・計画部門の能力不足、内戦によるインフラ

の破壊、電力供給事業に係る運営維持管理能力の不足等により、全国の電化率が10％以下、また

首都フリータウン（Freetown）の供給電力が約10MW、配電ロスはおよそ40％と最悪の状況にあ

る。すべての工業・商業施設やオフィスは発電効率の低い自家発電機を利用しており、経済成長

の妨げとなっている。成長の停滞が内戦のひとつの原因になったことから、「シ」国政府および

ドナーコミュニティは電力セクター開発を全セクターの中でも最優先事項として位置づけており、

日本、世界銀行（World Bank：WB）、欧州連合（European Union：EU）、英国、中国、アフリカ

開発銀行（African Development Bank：AfDB）、アラブ開発銀行、石油輸出国機構（Organization 
of Petroleum Exporting Countries：OPEC）、モロッコ等、多くのドナーが支援を行っている。しか

しながら、電力供給を担うシエラレオネ電力公社（National Power Authority：NPA）は未だ赤字

経営を続けており、電力インフラの増設・更新はおろか、発電機用の燃料も十分に調達できない

状況にある。持続可能な電力の安定供給のためには、WBによるNPAの構造改革とともに、イン

フラ整備や電力料金徴収システムの改善等によるNPAの経営収支の改善が喫緊の課題となってい

る。 
以上のような背景から「シ」国政府は、我が国政府に対して、首都圏（ウエスタンエリア）

への持続可能な電力の安定供給のため、今後の経済成長と電力需要予測、発送配電インフラの増

設･更新計画策定、料金徴収システム改善案の策定、電力料金体系改善案の提案、NPAの経営収

支改善策の提言等を目途としたマスタープラン（Master Plan：M/P）の策定支援を要請してきた。 
なお、本案件のカウンターパート（Counterpart：C/P）は、NPAであるものの、監督官庁であ

るエネルギー電力省（Ministry of Energy and Power：MOEP）、公営企業の民営化等を所管する民

営化委員会（National Commission for Privatization：NCP）の二者が関係機関となる見込みである。 
本案件は「JICA環境社会配慮ガイドライン」でカテゴリーBに分類されている。 

 
１－２ 調査の目的 

本事前調査では、首都圏電力供給マスタープラン策定調査実施に向けた基礎調査を行い、

「シ」国の電力計画・事業・設備の現状を把握する。同時に、本格調査の範囲、内容、本格調査

実施体制、スケジュール等の枠組みについて、先方関係機関と協議を行い、実施細則（Scope of 
Work：S/W）案について基本的な合意を得ることを目的とした。 
 
 
 
 
 
 

－1－



 

１－３ 団員構成 

氏 名 担 当 所属先 

林  俊行 団長 独立行政法人国際協力機構国際協力専門員 

宮川 昌明 調査企画 独立行政法人国際協力機構産業開発部電力・エネ

ルギー課 
菊川 武 電力開発計画／組織・制度 コンサルタント（センティノス・インコーポレイ

テッド） 
森  和義 配電計画／環境社会配慮 コンサルタント（有限会社森テクノマネジメン

ト） 
 
１－４ 調査日程 

行 程  日付 

林団長 宮川団員 コンサルタント団員 宿泊 

１ ７月23日（水） 東京→フラン

クフルト 
フランクフル

ト 
２ ７月24日（木） 

 

フランクフル

ト→アクラ 

 

アクラ 

３ ７月25日（金） 在ガーナ日本大使館／JICAガー

ナ事務所表敬 
東京（大阪）→フランク

フルト 
アクラ／フラ

ンクフルト 
４ ７月26日（土） 団内打合せ フランクフルト→アクラ アクラ 

５ ７月27日（日） アクラ→フリータウン フリータウン

６ ７月28日（月） MOEP、NPA、財務・開発計画省、外務・国際協力省、

NCP表敬、打合せ 
フリータウン

７ ７月29日（火） EU、WBほかドナー表敬／協議 フリータウン

８ ７月30日（水） MOEP、NPA S/W協議 フリータウン

９ ７月31日（木） フリータウン系統調査（Falcon Bridge変電所、Blackhall 
Road変電所、Wellington変電所、Benguema地区、Waterloo
地区、PwyKissy変電所） 

フリータウン

10 ８月１日（金） Buｍbuna Project調査 フリータウン

11 ８月２日（土） キングトム発電所調査、ウエスタンエリア半島一周調査 フリータウン

12 ８月３日（日） 資料整理 フリータウン

13 ８月４日（月） MOEP、NPA S/W協議 フリータウン

14 ８月５日（火） MOEP、NPA協議M/M署名、フリータウン→アクラ アクラ 

15 ８月６日（水） 在ガーナ日本大使館／JICAガーナ事務所帰国報告 
アクラ→ 

機内 

16 ８月７日（木） →アムステルダム→（森団員のみ：→フランクフルト

→） 
機内 

17 ８月８日（金） →東京（森団員のみ：→大阪）   
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第２章 協議の概要 
 
２－１ 対処方針 

（１）S/W署名について 
事前調査ではS/W案に基づいて協議し、MOEP、NPA並びに調査団間で基本的合意を形成

したあと、協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）に添付した。事前調査団帰国後、JICA
本部においてS/W案及び事前評価表を決裁したあとに、ガーナ事務所（「シ」国フィールド

オフィス）を通じてS/Wの署名を行うことを確認した。 
 
（２）基礎情報の収集 

本格調査内容との関連性から以下の点を含む基礎情報を収集・確認する。 
・「シ」国電力セクターの概要（法令、基本政策、組織体制、電力需給状況等） 
・電力構造改革の現状と将来展望、「シ」国の電力供給体制の将来計画 
・発電・送電・変電・配電の中・長期計画 
・配電ロス率の現状 
・電気料金体系／電気料金徴収体制／盗電／徴収率 
・発電・配電関係の人材の現状と育成状況 
・発電・配電設備の維持管理体制 
・環境調査等の現状及び関連法制度 など 

 
（３）協力対象地域の確認 

本件調査対象地域は、フリータウンを中心とした半島部を想定している。しかし、2008年

４月に派遣された空港アクセス改善調査プロジェクト形成調査団報告によれば、EUが実施

するFreetown Development Planにおいて、ルンギを含むフリータウン都市圏を対象とする可

能性もあるとのことから、協議において、半島対岸に国際空港が位置しているルンギ地区を

含めた計画を要請されることが想定される。要請があった場合、本格調査において著しい調

査工程の増加が予想される場合を除き、これを受けるものとする。 
 
（４）本格調査実施体制の確認 

本格調査実施におけるC/Pは、要請書ではNPAとなっているものの、構造改革により開発

計画策定機能が監督官庁であるMOEPに移管されたとの情報もあり、その事実関係、両機関

の協力体制の構築、並びに各機関の具体的なC/Pの氏名および担当業務について確認する。 
また、環境法所管機関を加えることの是非について協議、検討する。 

 
（５）関係機関との協調体制 

本調査で策定するM/Pを「シ」国の状況により適合した内容とし、提案内容の実現化を円

滑に進めるためには、関係各機関からも適宜コメントを集約する必要がある。そのための仕

組みづくりとして、調査団は Coordination Committee（CC：仮称）の設立を先方に提案する。 
メンバーは、NPA、MOEP、NCP、財務・経済計画省、外務・国際協力省、関係ドナー、

JICA調査団、JICA「シ」国フィールドオフィス（ガーナ事務所）を、実施時期はインセプ
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ションレポートおよびドラフトファイナルレポート提出時を想定している。 
 
（６）技術移転 

関係各機関の人材･能力面での不足が開発の支障となっていることから、本格調査期間中

の現地作業においてC/Pと共同作業で行うことにより必要とされる技術の移転、およびワー

クショップやセミナー開催の必要性について提案し、先方の意向を確認する。ワークショッ

プまたはセミナーの参加者は、CCメンバーの計画統括責任者（在ガーナ日本大使館）等を

想定している。 
 
（７）各ドナーの支援状況 

WB〔Management ContractによるNPAの改革、ブンブナ（Bumbuna）水力発電所建設、フ

リータウンの送電線設置〕、AfDB（ブンブナ水力発電所建設）、OPEC（ブンブナ水力発電所

とフリータウンを結ぶ送電線設置）、モロッコ〔キングトム（Kingtom）発電所発電機修理〕、

中国（東部における水力発電所建設）、アラブ開発銀行（発電機増設）等電力分野に限って

も多くのドナーが支援を実施している。 
加えて、EUが“Freetown Development Plan”と称する包括的なM/P策定を実施しており

（2008年５月よりPre-identification Studyを実施）、M/P本体のTORを定める段階である。EU
は、同M/Pをドナー調整ツールとなるようにとの意向を有していることなど、それぞれの支

援が本案件に密接な関連性を有することになることから、本格調査の方針について関係機関

と意見交換を行い、適宜必要な情報を収集する。 
 
（８）本格調査に向けた予備的調査手法の検討 

・本格調査での投入内容や投入量（MM）を把握するために以下の事項を予備的に調査・検

討する。 
・需要想定のための諸資料の状況（人口統計、首都圏開発計画など） 
・首都圏配電系統解析の手法とデータベース 
・給電指令、設備運用の手法 
・発電・配電関係の諸資料（単線結線図、設備台帳、配電線路地図など）の状況 
・発電計画策定ソフトの状況と必要性 
・計画部門と運転維持管理部門の人材育成の必要性 
・電力公社の財務・営業関連データの入手可能性 
・電力セクター構造改革の計画 
・環境関連法規、基準 

 
（９）電力（発送配変電）設備の現状把握 

現場視察を通して電力設備の現状を把握する。 
 
（10）環境社会配慮 

「シ」国の配電事業に関連する環境法・制度を確認するとともに、「JICA環境社会配慮ガ

イドライン」に基づいたスクリーニングによるカテゴリー分類およびカテゴリー分類に基づ
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く予備的なスコーピングを実施する。 
 
（11）本格調査の実施内容（S/W骨子にかかわる事項）の合意 

本格調査の実施内容について、「シ」国側の状況や本格調査での作業量も勘案しながら決

定する。 
 
（12）M/Pの活用について 

M/Pの成果が、「シ」国側で有効に活用され、提言内容が確実に実施されることが肝要で

ある。その点について「シ」国側と協議し、先方の考え方や計画を確認する。 
 
（13）事前評価 

事前評価表の内容を確認し、必要に応じて修正を行う。 
 
２－２ 協議結果概要 

（１）S/W署名について 
S/W案に基づいて協議を行い、MOEP、NPA並びに調査団間で基本的合意を形成した案を

M/Mに別に添付した。S/W案に対し、特に「シ」国側責務に関し、（２）項「業務上の免

責」について、「シ」国政府として予算的裏付けがない事項に対し「シ」国政府が責務を負

うことはできないとして、再検討を求められた。これに対して、実際にはこれまで本条項が

実際上適用されることは回避されてきており、具体的に想定されるケースとしては、例えば

交通事故の損害賠償が考えられる。それについてはまず調査団の保険でまかなうことになる

旨説明し、理解を求めたものの説得にはいたらなかった。そこで、従前例に従い、“shall be 
responsible for dealing with claims”とすることで合意をした。他方、在ガーナ日本大使館か

らは、契約相手方に対する安全確保や団員の健康確保について改めて注意を促すよう求めら

れていることを踏まえ、本格調査実施にあたっては十分な注意を払う必要がある。 
なお、S/W案のほかM/Mにおいて合意し、内容は日本での研修要望、CCの設置、ワーク

ショップの開催、調査団執務スペース確保等に関する合意が主な項目となっている。 
 
（２）本格調査実施体制の確認 

本格調査実施におけるC/Pは、NPAであること、C/P代表者をDenis J.S. Garvie副総裁代行と

することで合意した。 
また、環境・社会配慮に関し、2008年７月10日に議会承認を得た環境庁母体である土地・

国家計画・環境省をCCに加えることを確認した。 
 
（３）関係機関との協調体制 

M/Pにおいて提案することとなる具体策の実現化を円滑に進めるため、「シ」国政府関係

各機関とドナー機関の調整／情報共有を図る機関としてCCを設置することで合意するとと

もに、CCの議長をMOEP、副議長をNPAとすることで合意した。 
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（４）技術移転 
人材・能力面での不足が開発の支障となっていることから、本格調査期間中に三度のワー

クショップを開催することで合意した。 
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第３章 団長所感 
 
３－１ フリータウンにおける電力供給の現状 

フリータウンの中心部では電力がNPAにより毎日24時間供給されているようで、電力供給がか

なり改善されたように見受けられる。しかし、発電は緊急ディーゼル発電会社によりすべて行わ

れており、NPAは高額な電力をこの会社から購入し、逆ザヤで電力を供給していると思われ、こ

のためNPAの赤字は増えている。この赤字は政府にとりかなりの金額になるが、補助金として補

填されている。しかし、電力の需要家は必ずしも貧しい人々ではなく、この補助金により保健医

療や教育などより基礎的なサービスで使われるべき予算が削られているのではないかと危惧され

る。また、NCPによると、以前と比べてかなり改善されたとはいえ、発電された電力のうち50％

程度しか売電収入になっていないとのことで、損失の多くが徴収に50日以上かかる電気料金の徴

収体制と盗電などのコマーシャル･ロスと技術的ロスとのことであった。 
キングトム発電所で運転可能なディーゼル発電機は１基のみで、2007年稼動していたもう１

基の設備は、運転中に大きな事故を起こし、修理がかなり難しい状態になっている。発電できる

設備が１基しかないところで、定期点検を超えて発電を続けた結果のようだが、異なるメーカー

の機械が入っているため、メーカーによって異なる機械の取り扱い方まで含めて十分な体制で維

持管理が行われるように、これから無償で入る予定の日本のディーゼル発電設備の運転維持管理

についても、十分慣れて維持管理ができるように研修計画を注意深く作成し、研修を実施する必

要がある。 
 
３－２ NPAの事業範囲とM/P調査の対象地域 

NPAの事業範囲は首都圏（ウエスタンエリア）と州都での電力供給であり、ブンブナ水力発電

所と付帯送電線の運転維持管理は、民間会社に委託して行われることが確認されたため、M/P調
査の対象地域は当初から予定していた首都圏（ウエスタンエリア）とした。NPAは飛行場のある

ルンギ（Lungi）地区も含めることを求めたが、ルンギ地区への電力供給はフリータウン系統と

の海底ケーブルによる連系、ブンブナ水力の付帯送電線延伸と重油炊きディーゼル発電の設置な

どの選択肢から最適案を検討する必要があり、付帯送電線の系統解析も必要になることが予想さ

れた。しかし、送電線の系統解析は今のところNPAの事業範囲ではないこと、また全国系統の計

画を担当するMOEP計画ユニットは2007年、局長が急逝してから事実上機能していないことから、

フリータウン系統の修復・増強・拡張と将来的な持続的電力供給というこのM/Pの枠組みが不明

確になる恐れがあり、ルンギ地区を除くことでNPAと合意した。 
 
３－３ M/P調査事項の留意点 

NPAは様々な課題を抱えており、このM/Pはその中でも首都圏（ウエスタンエリア）の電力シ

ステムの整備と増強という技術的な面を中心に貢献することが期待されている。しかし、M/Pと
しては、技術的調査と分析に密接に関係する電気料金の問題と技術部門の人材育成の問題にも取

り組むこととした。電気料金の問題はNPA財務を改善し、補助金をできるだけを減らしながら自

立的経営をめざしていくために重要な課題である。電気料金の調査がNPAとMOEPのみならず

WBやNCPなどにも有用な調査結果となるには、しっかりとした分析枠組みをもち調査と分析を

行う必要がある。また、人材育成はディーゼル発電と配電部門を中心に検討し、配電の人材育成
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については将来ガーナで実施することも検討に値すると思われる。 
 
３－４ MOEP･NPAの脆弱な体制と関係ドナーとの協調の重要性 

電力分野で協力を実施しているEU、WB、AfDBと協議を行った結果、このM/P調査の必要性

が十分理解され、M/P完成後には関係ドナーが情報交換を行いながら協力してM/Pを実施するこ

とが確認できた。WBからは特に、今まで長年協力を行い所期の目的を達成することが難しかっ

た経験から、政治的悪影響の問題や脆弱なMOEPとNPAの実施体制が指摘された。ドナーとして

「シ」国政府へ共通のシグナルを発することが重要であることが確認され、そのためにお互いで

きるだけ情報交換を行い、協力して電力分野に対する支援を行っていくことを合意した。 
 
３－５ ブンブナ水力発電所の現状 

ブンブナ水力発電所を視察し、建設を行っているイタリアの技術者から話を聞いた。2006年

に始まった建設はフリータウンに荷揚げされ放置されていた発電機と、水力タービンなどの機器

を修復し、検査して、据付けを完成させ、負荷試験まで行って発電所を完成させることである。

また、付帯送電線はほとんどの区間で導線を張り、また部分的には鉄塔も再建して完成させるこ

とである。工期は契約上、発電所が2009年１月、送電線は2008年竣工予定である。発電所建設の

終了後、負荷試験のためにフリータウン系統の状況を把握し負荷試験を実施する必要があるが、

WBの33kV副送電線の完成がいつになるかわからない現状から、１基の設備容量である25MWの

負荷をフリータウン系統が受電できない可能性が高く、またこれ以外にも環境対策の問題などが

あり、発電所完成までには紆余曲折が予想される。またブンブナ水力と付帯送電線を運転維持管

理する民間会社の選定と、契約合意にもかなり時間がかかると思われる。 
 
３－６ 電力計画アドバイザーの役割 

2008年度案件として要請、採択された電力計画アドバイザーの役割について、追加的に

MOEP・NPAと確認した。MOEPには電力事業の実務を知っている人材がほとんどいないと思わ

れ、この現状がNPAに対する不適当な干渉となっていることがうかがわれる。またNPAは現在、

電力を緊急ディーゼル会社から買って売電をしているだけだが、配電部門は脆弱な配電設備に対

応することばかりに追われているのが現状で、自分の事業をどう改善していったらいいのか、や

はり十分な経験のある人材が不足している。このような現状のなかで、要請されたアドバイザー

には大きな期待がかけられている。また様々な懸案事項を抱えているWBも、財務部門と送配電

部門にアドバイザーを入れる予定であり、WBアドバイザーとの密接な情報交換も重要である。 
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第４章 電力開発計画 
 

1996年に策定された電力開発M/Pは、すでに10年以上を経過していること、近年電力セクター

内外の環境が変化していることから抜本的な見直しが求められている。特に、内戦の勃発、ブン

ブナ水力発電所の運転開始の遅れ、近年の原油価格の高騰などによる著しい供給力不足などの現

状を踏まえて、今後15年程度を対象とした中期的な計画策定を実施することが非常に重要である

と考えられる。 
現在、MOEPは電力セクター戦略ノート、ロードマップを策定中であり、そのなかで具体的な

開発計画についても言及されている。調査団のレビューによると、①既設設備のリハビリの必要

性について十分技術的・財務的な検討がなされていないと考えられること、②適切な需要予測を

もとに、今後の最小費用開発計画が検討されたものか検証ができないこと、③各投資計画に対す

る経済・財務評価がなされていないこと、④計画実施に必要な財務リソースの定量化とその予算

の裏付けが十分検討されていないと考えられること、⑤計画のプライオリティ付けについて言及

されていないことなどが指摘される。 
したがって、今回、技術的・財務的検討を踏まえて今後15年間の電力開発について、実行可

能で有効なブループリントを提示することは、「シ」国政府が的確なセクター開発を実施してい

くうえで、極めて重要であると考えられる。電力開発計画は、需要想定、発・送・配電の投資計

画、燃料調達、開発費用見積もり、資金計画、実施のための組織・制度面での検討、環境・社会

配慮、契約面での検討など多くの側面を有しており、それぞれが十分調整された計画策定を実施

する必要がある。それに対し、現状ではNPA、MOEPの計画策定に必要なリソースが極めて不足

している。以下に項目別に電力開発計画の現状をまとめる。 
 
４－１ 電力需給 

調査時点（2008年８月）においては、発電容量としては緊急ディーゼル電源の合計25MWが稼

働しているのみである。これ以外には、キングトム発電所にあるディーゼル発電機１基（７

MW）が発電可能であるが、系統安定のため現在では発電を行っていない。これに対して需要は

想定で50MW程度あるといわれているが、自家発電の運用状況など詳細なデータはNPA、MOEP
においても把握しきれていない状況である。 

また、ブンブナ水力発電所（25MW×２units＝50MW）は送電線建設並びに試運転のため、調

査時点における想定運転開始時期は2009年１月以降とされているものの、関係者の話では運開が

遅れる可能性もあり、しばらくは発電容量の不足が継続するものとみられる。 
以下に最新（2004年）の需要予測データを示す。これは1996年作成の電力M/Pを2004年にNPA

がアップデートしたものである。 
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出典：NPA, T&D Report（2004） 

図４－１ NPAによる需要予測（2004） 
 

この需要予測によると、2010年ではハイシナリオでは70MW程度の予測になっている。この需

要予測については、燃料費高騰による自家発電の運転状況などを踏まえて、最新のデータで見直

しする必要性が指摘されている。 
 
４－２ 電力設備運用状況 

４－２－１ 発 電 
首都圏（ウエスタンエリア）における発電設備はキングトム発電所が中心となっている。

しかしながら、表４－１に示すように、現状発電可能な発電機はSulzer５のわずか１基のみと

なっており、それ以外の発電機は様々な事情により使用ができない状況である。この理由は、

点検・メンテナンスが適正に行われてこなかったため発電機に不具合が生じた、あるいはオ

ーバーホールのタイミングを無視した無理な運転による故障など、基本的な運転・維持管理

体制に課題があるとみられている。 
 

表４－１ キングトム発電所概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：NPA資料（2008） 

 
NPAによる発電実績を以下に示す。2003年にはピークで約25MW、年間発電電力量が約100

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

Low Case 30.0 31.2 32.4 33.7 35.1 36.5 38.0 39.5 41.1 42.7 44.4 46.2 48.0 50.0 

High Case 40.0 42.8 45.8 49.0 52.4 56.1 60.0 64.2 68.7 73.5 78.7 84.2 90.1 96.4 

0.0 

10.0 

20.0 
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90.0 

100.0 

Demand (MW)

Year

Generation Capacity at Kingtom Power Station (as of October 2007)

発電機名
発電設備容量

(MW)
運転可能容量

(MW)
適用

Sulzer 4 9.20 0.00 発電機の故障により使用不可能
Sulzer 5 9.20 7.00 発電可能
Mitsubishi 5.00 0.00 クランクシャフトの不具合により運転不可能
Mirrlees 2 6.90 0.00 シリンダーヘッドのクラックにより運転不可能
Mirrlees 3 6.30 0.00 エンジン火災により運転不可能
Caterpillar 1 1.28 0.00 エンジン火災により運転不可能

Caterpillar 2 1.28 0.80 運転可能。ただし、すでにオーバーホール時
期を超えているため、スペアーパーツの購入

Total 39.16 7.80
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×106kWhであったが、ディーゼル発電所の不具合などによる供給能力の低下により年々発電

量が減少し、2007年は緊急ディーゼル発電によりわずか９×106kWh程度と2003年の10分の１

まで減少している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：NPA資料（2008） 

図４－２ 発電実績 
 

発電設備について、現状課題は以下のように整理される。 

・既設ディーゼル発電のリハビリ計画が明らかではない。 

・適切な運転・維持手法・体制を再検討する必要がある。現状、NPAは適切なオーバーホール

や予防メンテナンスなどを実施するためのキャパシティが不足している。 

・ブンブナ水力の投入時期が不確定 

・緊急ディーゼル発電の必要費用を回収する目途が立っていないばかりではなく、今後の投

資資金の調達計画が策定されていない。 

・ブンブナ水力はManagement Contractにより民間会社に委託される予定になっているが、電気

料金のPPAは現在MOEPにて検討中であり、その条件はNPA経営に大きな影響を与える。 

 
４－２－２ 送 電 

送電設備は全般的に老朽化が進んでおり、設備信頼度が低い箇所があると指摘されている。

その現状課題を整理すると以下のとおりである。 

・既設送電線・設備の更新、新規需要に対応するための新設計画が確立されていない。 

・NPAの送配電Engineerは若手Engineerを含めてもわずか５名であり、それ以外はすべてテク

ニシャンであり、計画策定・実施のための人的リソースが不足している。 
 

４－２－３ 配 電 
発電および送・配電による各々のトリップ数とトリップ時間を図４－３に示す。 

2003 2004 2005 2006 2007

Peak Load 26.4 25.3 13.8 14.5 12.5

Net Units Generated 103,258,059 79,523,419 49,767,305 30,063,220 9,456,436
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出典：NPA資料（2008） 

図４－３ トリップ回数 
 

トリップ回数は発電より、送・配電による理由のほうが多く、2005年の年間約500件をピー

クとして2006年、2007年は減少傾向にある。しかしながら、この理由は供給力不足によるト

リップ機会が少なくなったものであるとも考えられ、信頼度が向上したとは判断しにくい。

実際、2008年８月時点で電力供給がなされている地域においても、複数回停電や電圧・周波

数の不安定な場合が多くあり、系統の信頼度は低いと思われる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出典：NPA資料（2008） 

図４－４ トリップ時間 
 

トリップ時間についても発電より送・配電の故障理由によるトリップ時間のほうが圧倒的

に長い。また、2007年には2006年に比べかなりトリップ時間が短くなっているが、これにつ

いても本格調査にてさらに原因究明や対応策の検討が望まれる。 

2003 2004 2005 2006 2007

Internal Trips (G) 231 229 310 268 73

External Trips (T&D) 126 230 179 145 29
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現状の配電設備における課題は次のように指摘できる。 
・既設配電設備のリハビリ計画が確立されていない。特に老朽化設備のリプレースメント 
・新規需要地域への配電網拡大計画が未着手である。 

 
４－２－４ 財務・顧客サービス 

NPAの顧客数とその内訳を示す。NPAの顧客は2003年から2007年まで若干の増加はあるもの

の、ほとんど変化はしていない。顧客数で最も多いのは一般家庭で2007年では約38,000軒、商

業用は約5,700軒、また産業用はわずか約270軒となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：NPA資料（2008） 

図４－５ NPA顧客概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2003 2004 2005 2006 2007

Welders 177 177 182 168 170

Temporary Supply 8 11 10 11 11

Street Lights 0 0 0 0 10

Industrials 320 304 282 270 272

Institutions 752 768 785 774 780
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出典：NPA資料（2008） 

図４－６ NPA顧客別売電量 
 

NPA顧客別の売電量をグラフで示したものが図４－６である。全体の売電量は2003年から急

激に減少しており、2007年では産業用においてもわずか１×106kWhとなっている。顧客別で

は、産業用と一般家庭が最も多く、2003年ではそれぞれ40％、44％となっている。また、商

業用は約11％であり、この３者の顧客で全体の95％以上を占めていることになる。また、

2003年から2007年にかけてはすべての顧客において売電量が減少しているが、特に一般家庭

における売電量の減少比率が大きい。政府系ビル、事務所などの需要は産業用に含まれてい

る。 
顧客別の未収金の状況を図４－７に示す。 

 

2003 2004 2005 2006 2007

Welders 194,204 106,404 45,780 21,268 610

Temporary Supply 15,676 13,206 158 78 0

Street Lights 0 0 0 0 6,590

Industrials 27,607,870 22,955,556 17,290,791 10,534,683 1,057,365

Institutions 2,761,507 1,887,218 1,057,573 883,821 105,746

Commercial 8,020,653 5,646,173 934,958 921,074 97,580

Residential 30,337,556 22,584,693 14,024,383 7,557,402 356,664
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出典：NPA資料（2008） 

図４－７ NPA顧客別未収金 
 

最も未収金額が大きいのは一般家庭であり、全体の約48％を占める。また、二番目に未収

金が多いのは政府関連で全体の約31％を占める。大規模産業顧客による未収金はわずか全体

の７％にすぎない。したがって、電気料金の不払い・滞納をしているのは、一般家庭と政府

系顧客であることがわかる。 
また、2007年における顧客別売上金回収率と売上に占める未収金の割合を以下に整理する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 
出典：NPA資料（2008） 
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図４－８ NPA顧客別売上金回収状況 

% of Bill Collection

% of Arrears to Yr …

0.0%

50.0%

100.0%

Domestic & 
Small 

Commercial

Private Large 
Commercial Government

Institutions
Temporary 

Supply. Metal 
Welders. Total

Domestic & Small 
Commercial

Private Large 
Commercial

Government Institutions Temporary Supply. Metal Welders. Total

% of Bill Collection 60.6% 84.4% 44.8% 35.4% 0.0% 11.1% 65.5%

% of Arrears to Yr Sales 31.8% 5.1% 49.2% 61.8% 100.0% 79.6% 26.2%
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売上金回収率が高いのは、大型産業用（84％）であり、それ以外は一般家庭用の約60％が

一番大きいだけで、政府、宗教組織、小規模工場などほとんどが50％以下である。全体の平

均は約65％であり、回収率は低い。 
また、売上に対する未収金の割合は、一次的供給の100％を筆頭に宗教組織、小規模工場な

ど60％以上もある顧客が存在する。未収金がNPAの資金繰りを圧迫する原因となっている。 
NPAのシステムロスと売上回収の最新のデータ（2007年11月～2008年６月）を表４－２に示

す。 
 

表４－２ NPAシステムロスおよび売上回収状況（2007年11月～2008年６月） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：NPA資料（2008） 

 

至近年におけるシステムロスは、約44％であり、売上金回収率は約66％となっている。す

なわち、売電可能な電力量のうち約66％しか売上に貢献ができていない状況であり、さらに

その回収率は約66％ということになる。これは、売電可能な電力量に対して約40％（＝66％×

66％）しか料金が回収できていないことを示している。つまり、仮に送配電ロスやコマーシ

ャルロス（ノン・テクニカル・ロス）がゼロであり、売上をすべて回収できると仮説した場

合に比べ、約40％の効率しかないということになる。したがって今後、健全な電力セクター

運営を持続的に行っていくにあたって、システムロスの低減は避けて通ることのできない取

り組み課題のひとつである。 

 

財務・顧客サービスについての現状課題を整理すると以下のようになる。 

・2005年における収益は約25.173bil.Le、純利益は約-15.336bil.Leである。同年の売電量は、

System Loss & Bill Collection (latest data from Nov 2007 to Jun 2008)

(1) System Loss (kWh-basis)
Month Energy Energy Energy Energy %

Generated Available Billed Loss System Loss
Nov-07 3,821,347 3,546,946 1,996,493 (1,550,453) 43.7%
Dec-07 3,232,353 3,044,806 1,996,493 (1,048,313) 34.4%
Jan-08 9,771,148 9,725,708 4,709,376 (5,016,332) 51.6%
Feb-08 9,512,124 9,490,244 5,927,796 (3,562,448) 37.5%
Mar-08 11,464,155 11,438,385 6,649,734 (4,788,651) 41.9%
Apr-08 11,616,212 11,566,446 6,153,579 (5,412,867) 46.8%
May-08 12,610,215 12,592,120 6,935,618 (5,656,502) 44.9%
Jun-08 12,253,455 11,640,783 6,739,400 (4,901,383) 42.1%

Total 74,281,009 73,045,438 41,108,489 (31,936,949) 43.7%

(2) Performance of Collection (Le-basis)
Month Amount Sold Amount %

Collected Bill Collectin to Sold
Nov-07 1,811,675,878 1,523,157,992 84.1%
Dec-07 1,811,675,878 1,377,045,031 76.0%
Jan-08 4,066,493,421 2,361,687,539 58.1%
Feb-08 4,800,425,436 2,527,881,893 52.7%
Mar-08 5,184,128,001 2,655,318,002 51.2%
Apr-08 5,114,489,190 4,213,080,467 82.4%
May-08 5,764,469,752 3,966,844,998 68.8%
Jun-08 5,601,385,124 3,941,129,571 70.4%

Total 34,154,742,680 22,566,145,493 66.1%
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33.353×106kWhであるため、単純計算では収支均衡のための電気料金はUS $1.21/kWhとなり、

現状の電気料金の約４倍となる。これは、為替差損（14.581bil.Le）が大きいこと、システ

ムロスが約40％と極めて大きいこと、売電可能量に対して顧客請求できた割合が低いこと、

などが主な要因であると考えられる。 
・さらに、電気料金徴収率は改善がみられる2007年11月から2008年６月においても約68％と

なっており、NPA財務を圧迫する要因となっている。 
・産業需要家は、一定の品質・量の生産を確保するためには、自家発電に頼らざるを得ない

のが現状であり、自家発電のコストを吸収できない需要家は廃業に追い込まれたケースも

あると報告されている。 
・電気料金徴収率向上、顧客サービス向上について具体的な施策と予算化が十分検討されて

いない。 
・電気料金は現状でも平均US30centsと世界でもトップクラスの料金水準となっており、国会

承認事項であることから、十分な検討をもとに適正な料金レベル、公平な料金制度を検討

する必要がある。 
・2008年７月末時点において、会計監査済みの財務諸表は2005年が最新であり、2006年は審

査中、2007年は作成中となっているため、最新の運営状況を判断できない。 
 
４－３ 電力開発状況 

すでに述べたように現時点におけるNPAの電源は、緊急用ディーゼル発電に依存している。こ

れは、2007年12月にNPAのディーゼル発電設備の極めて信頼性の低い発電実績にかんがみ、緊急

に民間企業から電力提供を得ているものである。現在、Global Trading Group社から15MW、

Income Electrix Ltd.から10MWの合計25MWの電力供給を得ている。予定ではブンブナ水力発電所

の運開を考慮し、2008年12月までの供給となっているが、ブンブナ水力発電所の運開が遅れる場

合は、契約延長も想定される。 
発電機器のリース代金はWBのファイナンスにて、燃料費はNPAあるいは政府からの支出にて

まかなわれている。これに要する費用はMOEPによると年間約US$30mil.と推定されており、

NPAの料金収入にてカバーできる範囲を大きく超えている。このギャップは政府が補助金の形で

負担している。 
2007年12月からの発電実績を図４－９に示す。 
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出典：NPA資料（2008） 

図４－９ 緊急ディーゼル発電実績 
 

Global Trading Group社、Income Electrix Ltd.とも発電量は毎月ほぼ一定の電力供給を行ってお

り、発電実績は2008年６月までの累計で、各々約58×106kWh、約９×106kWhとなっている。

NPAによるとGlobal Trading Group社向けの燃料費は政府が支払っており、Income Electrix Ltd.向
けの燃料費はNPAの料金回収の中から引き当てられているとのことである。 

今後のNPAにおける電力開発計画は、表４－３のように提示されている。 
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Income Electrix Ltd. (10MW) 0 0 877,724 2,462,720 4,248,520 6,820,757 9,204,198

Global Trading Group (15MW) 652,130 10,081,000 18,661,690 28,490,500 38,439,971 48,374,817 58,274,590
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表４－３ 電力設備投資計画 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：NPA資料（2008） 

 
全体予算は約US$207mil.に対してドナー資金が約US$76mil、政府資金が約US$131mil.〔うち

US$100mil.は首都圏（ウエスタンエリア）の送配電リハビリ〕となっている。 
ブンブナ水力発電所の上流、下流にそれぞれ第二期、第三期の発電所増設の計画もあるが、

今後の需要の伸びや資金計画などを判断しながら詳細設計などを進めていく模様である。また、

ブンブナ発電所は政府が直接所有し、運転・維持管理は民間企業によるManagement Contractが予

定されており、第二期、第三期についても事業主体がどうなるかについても今後検討されると思

われる。 
 

設備投資プロジェクト現状

ドナー シエラレオネ政府 合計

JICA Project JICA 16.70 0.30 17.00
フェーズ　Ｉ　のRegrent Substationの土木基礎工事が開
始されている。また、フェーズＩＩのディーゼル発電所につ
いては、今後入札手続きが開始される予定である。

BADEA Project

Arab Bank for
Economic
Development in
Africa (BADEA)

25.73 4.10 29.83 NPAはデンマークのコントラクターと契約交渉中。政府か
らの予算はまだ配分されていない。

Port Loko Hydro
Project

UNIDO/China 3.46 0.40 3.86 現在、中国コントラクターと契約交渉中。

T&D Network for
Port Loko

N/A 0.00 2.60 2.60 現地調査が完了済み。コスト積算中。

Lungi Airport and
Community
Electrification

N/A 0.00 3.00 3.00 建設中。サイト整地は終了済み。

Interserve -33kV
Line

World Bank 7.00 1.95 8.95 クレジットレターの手続き中。資材高騰分の資金不足に
ついて検討中。

Resettlement Acion
Plan (RAP) for 33
kV Line

0.00 0.20 0.20 現地調査は終了済み。

Bumbuna-Kingtom
Power Station Line
(11kV)

N/A 0.00 0.50 0.50 資金手当てが至急必要。

Bumbuna Task
Force -Monitoring

N/A 0.00 0.05 0.05 同上。

Western Area T&D
Upgrade

N/A 0.00 100.00 100.00 未着手。送配電の老朽化設備修繕、更新プロジェクト。
資金配分は今後の課題。

Street Lighting in
Freetown

N/A 0.00 1.00 1.00 フリータウン街灯増設プロジェクト。進行中。

Electrification 11
Provincial Towns

EU 7.52 8.48 16.00 現地調査が進行中。大統領の経済開発プランの一つ。

Makeni Expansion
of T&D Network

N/A 0.00 5.00 5.00 大統領の出身地マケニにおける電化計画。ブンブナから
の送電線から分岐させて電力供給を検討中。

Kailahum
Rebuilding of T&D

N/A 0.00 2.50 2.50 Kailahum District における送配電網建設プロジェクト。

Upgrade of T&D
capacity in

Morocco 5.00 0.00 5.00 カタール政府によるプレッジ。すでに1 milがモロッコ電力
公社（ＯNE)にディスバース済み。

T&D Materials for
Freetown

Islamic
Development

10.41 1.49 11.90 NPAはプロジェクト実施オフィスを設立する予定。

75.82 131.57 207.39

プロジェクト予算 (US$ mil.)
プロジェクト ドナー 現況（2008年7月現在）

TOTAL
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４－４ 今後の開発計画 

MOEPでは、Presidential Energy Emergency Task Forceによる開発計画、さらにセクター・ポリ

シーをドラフト中であり、今後の開発計画としては表４－４の項目を掲げている。 
 

表４－４ 電力システム開発M/P 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

これらの計画はハイレベルの開発政策を取りまとめたもので一定の評価ができるが、それぞ

れの計画を推進するためには、さらに詳細な技術的・財務経済的検討を加え、具体的な個別アク

ション・プランを構築する必要があると考えられる。そのために、本格調査によるテクニカル・

インプットが重要な位置づけにあると判断できる。 
 
４－５ Freetown Development Plan 

フリータウン都市開発計画（Freetown Development Plan）が、EUによって開始される予定であ

る。計画は、現在進行中の各セクター・プロジェクト（例えば、英国DFIDによる水供給計画、

WBによるフリータウン戦略的運輸マネジメント計画など）を包括するとともに、今後の具体的

な開発についてのアクション・プランを提言することになっている。C/Pはフリータウン市役所

（Freetown City Council）であるが、必要に応じて関係各省庁と調整を図ることになっている。 
内容は都市計画であるということを反映し多岐にわたっており、①都市におけるガバナンス、

②都市マネジメント、③社会・環境課題、④インフラ・都市サービスなどが中心となる。調査は

都市計画専門家（団長）と複数の都市開発各部門の専門家のチーム構成になる予定である。現在

TORを取りまとめているところであり、2008年10月にセミナーを開催する予定になっている。本

Current Master Plan for Power System Development

2008 Emergency Plan
1. Repair of Transmission and Distrubution Networks
2. Right Sizing of NPA staff
3. Provision of Rapid Response Vehicles
4. Urgent Need for T&D Communication
5. Creation of Web Site and Portal for MOEP
6. Bo-Kenema Power Services
7. Emergency Rehabilitation of Two Machines at Kingtom Power Station
8. Rehabilitation of Guma Hydro Power Station
9. Procurement of Six Vehicles for Commercial Dept

10. Three 4-wheel-drive Vehicles for Management
11. Provision of Closed Circuit Television Cameras for Kingtom Power Station and Revenue Collec
12. Prepaid Meters -Creation of Integrated Database GUI System
13. Database for Asset Management System

2008-2009 Short-term Plan
1. Rehabilitation of NPA Power Station and Networks in 12 District Hearquarter Towns 
2. Construction of Mini Hydroelectric Plant in Provinces
3. Completion of Bumbuna Hydroelectric Project (BHEP)
4. Capacity Building in Management and Development of Hydro Plants
5. Construction of 33kV Network around Peninsula in Westerm Areaa Freetown

2009-2010 Mid-term Plan
1. Development of Yiben

2010-2012 Long-term Plan
1. Developing Large Hydro Sites
2. Developing National Grid
3. Particiate in Sub-regional Energy Development by West African Power Pool
4. Capacity Building to Cope with Regional Development in Cross Border Enegry Trade
5. Set up Body for Regulation, Development and Sourcing Capital Investment

Source) MOEP Data (2008)
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格調査はその後予定される。 
また、EUでは地方電化プロジェクトも計画中であり、本格調査においてはフリータウン都市

開発計画とともに、調査内容について十分調整を図り、相乗効果のある調査が求められている。 
 

４－６ 本格調査の概要および留意事項 

電力開発M/Pでは、物理的な設備計画のみならず、それを実施するためのNPA、MOEP組織内

のリソース確保の考え方やキャパシティ向上策、また計画実施を担保するための組織・制度改善

の方向性まで検討を深める必要がある。さらに、関連ドナーの理解を得て、計画実施に対して具

体的な支援計画を引き出すことができるよう、実行可能で説得力のある計画を策定することが求

められる。 
最終的には、①15年間の投資実施計画、②電気料金の改定シナリオ、③キャパシティ・ディ

ベロップメント計画、④計画実施のための政策提言など、有効な計画を提示していくことが望ま

れている。 
 

４－６－１ C/P 
本格調査のC/Pになると考えられるのは、Corporate Planningの部門であるが、調査にあたっ

てはEngineering Section、Commercial Section、Financial Section等と十分情報交換、調整を図り

ながら進めることが重要であることはいうまでもない。NPAのプラニングに係るEngineerの数

は非常に限られているので、彼らの日常業務は通常多忙を極めることが多い。したがって、

調査団のほうで事前調整を図り、効率的に調査を進めることが求められる。 
 

４－６－２ 資金計画 
M/Pの実行に際して投資計画、特に資金計画が大きな課題となることが想定される。電力セ

クターは産業開発、経済発展のための重要なインフラであることは間違いないが、産業需要

家の多くは自家発電をもっぱら設置していること、一般家庭では人口比１％にも満たない

人々が需要家であり、裨益者が限定されるのが現状である。「シ」国の国家財政を考えた場合、

ドナー資金や政府資金がどの程度電力セクターに配分されるかという見通しは必ずしも明る

くない可能性がある。したがって、プラニングにあたっては、ある程度資金の見通しについ

ても勘案しながら、実効性のある計画を策定することが求められる。 
 

４－６－３ 感度分析とリスク評価 
需要想定は通常、GDPなどについて複数の成長シナリオをもとに試算するのが一般的であり、

今回もそのアプローチを踏襲すると考えられる。その需要想定のシナリオによっては、開発

計画の優先順位や投入時期などに影響を与えるからである。これらの感度を調査の中で見極

め、的確な提言につなげることが望まれる。 
一方で、開発計画が実現できない場合、あるいは遅延する場合のリスクとその対応策を検

討することも有益である。通常、計画は技術的、経済的、社会環境的に実現できる、あるい

は実行するものとして策定されることがほとんどであり、計画通り実現できなかった場合の

対応まできめ細かく検討しないことが多い。しかしながら、「シ」国の過去の実績を勘案した

場合、一定のリスク評価と対応策の方向性を提言の中に示すことは、MOEP、NPAだけでなく、
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ドナー側の準備としても有効である。 
 

４－６－４ 都市・近郊部における経済成長と貧困削減への貢献 
フリータウンにおける都市開発は、「シ」国復興・開発のシンボルともいえる。国家の４分

の１あるいは、３分の１以上の人口がフリータウンに集中しており、都市は近郊部へ拡大を

続けている。EUの支援する都市開発プランを実行可能にするための必要条件のひとつは、信

頼性の高いインフラ・サービスである。また、農村部や近郊部における経済活動は、フリー

タウンの経済状況と非常に密接な関係にあり、今後「シ」国の貧困削減を進めるにあたって、

フリータウンの経済成長は重要な位置づけにある。 
また、近郊部においてもMakeni Townにおいて、シールドワイヤーによる電化スキームによ

り農村電化を実施することによって、農村部における経済活動を直接支援することが検討さ

れている。通常、経済生産の成長率以上に電力需要が伸びていくことは、多くの国で経験さ

れた事実である。「シ」国においても、電力セクターが経済活動と貧困削減のボトルネックに

ならないよう、プロアクティブなアクション・プランを、JICA M/Pが提供することが求めら

れている。 
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第５章 組織・制度 
 
５－１ 電力セクター改革・MOEP 

「シ」国の電力行政についてはMOEPが担当、実施機関は垂直統合された電力会社NPAが供給

責任をもっている。また、NPAの監督官庁はNCPである。NPAは垂直統合された、国内唯一の電

力会社であり、民間企業による発電設備設置に係る許認可も現状行っている。 
2004年から開始されたWB支援によるPower & Water Projectにおいて電力セクター規制機関の設

立、NPAの公社化などの電力セクター構造改革が提示されており、2008年８年時点において政府

のロードマップにも項目は盛り込まれているが、詳細な行動計画は提示されていない。しかしな

がら、政府によるセクター改革の方向性は、セクターの効率性・持続性を向上させ、電化率を上

げるために、セクターのアンバンドリング、規制機関設立などとともに、民間投資あるいは官民

パートナーシップを強化するものである。 
セクター改革については、NPAの公社化、発送配電アンバンドリング、IPPの増加、地方部に

おける電化組織などの青写真はあるものの、具体的な内容についてはまだ詳細は検討されていな

い。また、MOEPは組織内にSector Planning and Reform Unit（SPRU）を設立し、MOEP大臣を委

員長とする省庁横断的委員会に電力セクター計画・改革について答申をさせる予定であるが、こ

の構想はWBからの資金支援が前提になっており、調査時点ではその設立目途は立っていない。 
また今後、IPPとの売電契約や入札図書などの整備についても必要性が指摘されている。政府

計画のセクター改革ロードマップの期待される成果は次のとおりである。 
①今後５年間において現金回収率を70％まで上げる。 
②売電収入によって運営費用を100％カバーする。 
③今後５年から10年の期間に、農村人口の２～５％の電化を達成する。 
④2020年までに40％の電化率を達成する。 
 

なお、本件調査と並行してMOEPより要請のあった電力セクター・アドバイザーについても協

議を行ったが、JICA専門家のC/Pとなる電力行政オフィサーが課題であることが判明した。

MOEPは電力事業や規制枠組みについて深い知見のある担当官がいないため、今後セクターの合

理化・改革を推進するにあたって、NPAを監督・指導するとともに効率的な政府予算の策定・執

行をリードする人材が求められる。その意味で電力セクター・アドバイザーの位置づけは非常に

重要である。 
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５－２ NPA組織改革 

NPAの現行組織体制を以下に示す。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出典：NPA資料（2008） 

図５－１ NPA組織体制 
 
社員数は合計600名弱といわれているが、プロフェッショナル・スタッフは極めて少数である。

発電部門ではEngineerがわずか６名、送・配電部門ではEngineer約５名であり、電力システム全

体のプラニングを実施する部署もスタッフが十分配備されていない。また、今回の調査では時間

の都合で詳細は把握できなかったが、2007年の財務諸表の作成がまだ完成していないことから、

財務部門においてもスタッフのキャパシティに課題があると考えられる。 
NPAでは、2007年末からGeneral Managerを契約ベースで雇用しており、米国の電力規制機関で

経験のあるマネジャーが経営にあたっている。また、NPAのスタッフ削減や商業的運営の強化、

盗電の法律による取り締まり強化などについても議論はされている。実際、NPAでは未収金の回

収と未払い顧客の断線に注力している。 
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５－３ 電気料金 

現行の電気料金は表５－１に示すとおりである。 
 

表５－１ 電気料金一覧 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：MOEP資料 

 
一番安い一般家庭用でも30kWhを超えると最低でも約US18cents、産業用ではUS30cents以上と

世界的にも非常に高い料金設定になっている。しかしながら、ディーゼル発電単価が高く、流通

設備やオペレーションの非効率性からこの料金でも財務的に健全な事業運営ができていないのが

現況である。 
電気料金の改定は、NPAからMOEPへの申請のもと、国会での審議・承認をもとに、大統領が

公示する。また、NPAは自己資金が極めて少ないことから、新規投資はもとより既存設備の多く

についても政府からの補助金を得て、リハビリ・運営している現状である。したがって、組織運

営・財務上の自由裁量は極めて限られている。 
 

５－４ NPA財務 

NPAの2004年から2006年までの期間における財務分析結果を以下に整理する。NPAの財務諸表

は、最新のもので2005年の会計監査が終了しているのみであり、2006年のものは現在監査中、

2007年の財務諸表は2008年８月時点でまだ作成が終了していない。 
財務分析は、収益性、効率性、安全性、成長性、総合利益率評価の５項目から行った。 
財務分析の結果を概括すると、NPAは発電設備および電力流通設備の維持・運営のために必要

なコストをカバーできていないだけでなく、借入債務返済の目途は現状では全く立っていない。

債務超過状態が続いており、いわゆる持続的な企業経営ができていない状況である。分析結果詳

細を次ページ以降に示し、内容を議論する。 

Current Tariff of NPA

Le US cents
Residential 0 - 30 373.0 12.4

31 - 150 533.0 17.8
Above 150 709.0 23.6
Min. Charge 11,180.0 372.7

Commercial 0 - 30 651.0 21.7
31 - 150 781.0 26.0
Above 150 846.0 28.2
Min. Charge 19,520.0 650.7

Institutions All Units 781.0 26.0
Min. Charge 32,533.0 1,084.4

Industries All Units 941.0 31.4
Min. Charge 118,300.0 3,943.3
Demand Charge (kW) 1,448.0 48.3

Street Lights All Units 792.0 26.4
Min. Charge 26,618.0 887.3

Temporary Supply All Units 910.0 30.3
Min. Charge 11,284.0 376.1

Welders All Units 993.0 33.1
Min. Charge 35,490.0 1,183.0

TariffConsumer
Category

Units (kWh)
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５－４－１ 収益性評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：NPA資料をもとに調査団作成（2008） 

図５－２ 収益性評価 
 

売上高営業利益率、売上高経常利益率、プロフィット・マージンとも2006年において－50％

程度と非常に低い収益性を示している。2007年はまだ財務諸表が作成中ということでデータ入手

ができなかったが、緊急ディーゼル発電への支払いを勘案すると2006年よりも収益性は下がると

想定できる。 
利益率が低いのは、既述したように、売上収益によってコストが十分カバーされていないNPA

のオペレーションについての課題とともに、電気料金そのものに対する適正レベルについても議

論をすべきであろう。これについては本格調査の中で電気料金スタディがなされることになって

いる。 
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５－４－２ 効率性評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出典：NPA資料をもとに調査団作成（2008） 

図５－３ 効率性評価 
 

総資産回転率は、45％～30％程度であり一定にレベルにあるものの、売上債権回収率は

2006年にはほぼ1.0程度であり、電力料金の回収に課題があることがわかる。この電気料金回

収は途上国における最も古典的な課題であり、NPAにおいてすでに一部導入を行っているプリ

ペイド・メータのほかにも事例を参考にいくつかの手法の導入を検討し、地道な取り組みを

継続することが望まれる。 
 

５－４－３ 安全性評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：NPA資料をもとに調査団作成（2008） 

図５－４ 安定性評価１ 
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流動比率、当座比率ともに非常に低いレベルであり、手持ち現金が少なく、短期的な資金

繰りに課題がある状況である。これについては、本格調査において、現金残高や買掛債権の

月次データなどを詳細に検討することによってさらに状況を分析できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：NPA資料をもとに調査団作成（2008） 

図５－５ 安定性評価２ 
 

固定比率は自己資本が非常に少ないこともあり、非常に高く、長期的な財務安定度に課題

があることがわかる。ただ、政府からの補助金にて設備投資やオペレーションの赤字補てん

もされているため、政府保証のもと長期的な財務安定度が担保されていると理解することも

可能である。 
ただ今後どれだけ政府からの直接補助金や政府保証による借入資金が継続するかについて

は不確定であるため、自己資本とオペレーションからの利益によってある程度の資金調達が

できるよう体質改善を図っていくべきであると考える。これについては、本格調査の中で議

論がなされると思われる。 
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出典：NPA資料をもとに調査団作成（2008） 

図５－６ 安定性評価３ 
 

上記で述べた自己資本が少ないことから、デット・エクイティ・レシオは非常に高く、ま

たインテレスト・カバレッジ・レシオはマイナスであり、オペレーションから借入利息を支

払えない状況である。政府からの補助金にてこれは対応していると考えられる（もっとも、

借入先のほとんどは政府と考えられる）。 
 

５－４－４ 成長性評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

出典：NPA資料をもとに調査団作成（2008） 

図５－７ 成長性評価 
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売上高成長率も経常利益成長率ともにマイナス成長が続いている。これは近年のディーゼ

ル発電の稼働率が低調であったためであるが、今後はブンブナ水力発電所の運転開始ととも

に改善されると期待できる。あわせて緊急ディーゼル発電の契約解除のシナリオを構築する

ことが、ひいてはNPA財務に有益である。 
 

５－４－５ 総合利益率評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出典：NPA資料をもとに調査団作成（2008） 

図５－８ 総合利益率評価 
 

自己資本利益率、総資産利益率ともマイナスである。今後、自社資本、設備資産に見合っ

た利益を確保し、安定的な電力サービスの提供ができるよう、成長・改善シナリオを本格調

査のなかで議論をすべきであると考える。 

 

５－５ 本格調査の概要および留意事項 

組織・制度の改革には時間と労力が必要であり、社会環境、セクター運営・開発状況を見な

がら実施する必要がある。また、セクター開発施策にはその時の事業環境に応じて優先順位があ

るため、開発施策を単一のシナリオで描くことは、困難なばかりかセクター開発を誤って進める

ことになりかねない。したがって、提言にあたっては、事業環境、社会環境などに即した柔軟な

アプローチを提示し、CCや利害関係者とも十分調整を行うことが望ましい。 

 

５－５－１ 電力セクター―組織・制度全般 

調査においては、現状の脆弱な組織・制度を強化し、M/Pを着実に実行するための環境整備、

制度改革のための政策検討を行うことになる。具体的な内容としては、以下が考えられる。 
・電力セクター構造改革のレビュー（SPRUへの支援方針を含む） 
・オフグリッドにおける開発政策の方向性（開発主体の検討を含む） 
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・ドナー協調・連携 
 

５－５－２ 電力セクター規制 
電力セクター規制機関については、短期的に設立するという見通しはないものの、健全で

効率的なセクター運営を行うために、主にMOEPへの提言が期待される。具体的には以下のと

おり。 
・電気料金改定のための組織・制度改善（改定算定式を含む） 
・IPP法等の民間投資を促進するためのライセンス付与など法整備に関する助言 
・規制機関設立のための法律や基準類の整備に関する助言 

 
５－５－３ NPAおよびMOEPの組織強化 

MOEP、NPAともに今後組織強化に向けた取り組み課題は多い。しかしながら、以下の項目

を中心に、最終的なあるべき姿のビジョンを明らかにし優先順位を整理することによって、

実行可能なアクション・プランを提示することが重要である。 
・NPA公社化のためのロードマップ、NPAの独立性確保のための諸施策の提言 
・NPA経営効率化に向けた提言 
・NPA、MOEPのキャパシティ・ディベロップメント計画 
・設備・経営管理指標とターゲットの提示 

 
５－５－４ 関連専門家との連携 

AfDBはガーナに電力セクター専門家を配備しており、「シ」国にも適宜出張ベースで案件監

理等を実施している。また、本格調査実施中には、DFID資金によるトラスト・ファンドを使

ってWBが、NPAに対しFinancial AdvisorとTechnical Advisor （Transmission & Distribution）を

配置し、知的支援を実施する予定である。さらに、JICAの電力アドバイザーも同時期にMOEP
にて活動する予定であるため、関連専門家と十分に連携を深め、調査の精度を高めるととも

に、CCの運営にも主体的に取り組むことによって、MOEPとNPAへの支援を行うことが重要で

ある。 
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第６章 配電計画 
 
６－１ 配電システムの概要 

６－１－１ 配電システムの構造と供給範囲 
フリータウンの現状の配電システムは、キングトム発電所で発電した11kVの電力を５箇所

の１次変電所（Primary Substationと称する11kV開閉所）を経由し、200箇所弱の変電所

（Substationと称する１次電圧11kV、２次電圧415V－230Vの変圧器と開閉器を設置）に供給し

ている。11kV配電線は、地中ケーブルあるいは架空電線で網目状（多重リング状）に連結さ

れている。 
400V（３相）、230V（単相）は３相４線式で、架空線にて、住宅や商店、事務所などの小規

模需要家には供給する。200箇所弱の変電所は、ホテル、工場、病院、官公庁ビルなどの大型

需要家などにおいては、そのサイト内に設置して２次電圧410V－230Vで供給しており、自家

発電設備を有する場合は、電源切替ができるようにしている。200箇所弱の変電所の変圧器の

設置容量の総合計は、一部故障し、稼動していないものもあるが、100MVAを超える。 
11kV/400Vの変圧器は、1960年代までに40％、1970年代までに20％が製作されたものであり、

当初から変圧器油の交換もなされておらず老朽化が著しい。低圧のスイッチも70％がヒュー

ズ付断路器であり、1960年代までに設置されたものである。11kV埋設のケーブルの一部は、

電流容量も高くとれるXLPE（Cross-linked Polyethylene Cable 架橋ポリエチレンケーブル）に

置換されているが、大部分は容量の小さい PILケーブル（ Paper Insulated Lead sheathed 
underground cable：油浸紙絶縁鉛被服ケーブル）のままである。400V配電線は、未だに配電距

離が長い箇所があり、劣悪な接続箇所とともに大きな配電ロスの原因となっている。 
これまで、WBおよびEU等から配電資材の供与を受けたり、2007年からはモロッコ政府（カ

タール政府資金）からの援助で、８箇所の変電所の追加やリニューアル工事を進めている。 
配電線は、半島の東側は、最南端は、ウエリントン（Wellington）変電所から供給される地

区までしか給電されていない。この地区以南の11kV架空線は、内戦以前に33kV用に設置され

たものを利用している箇所もある。半島の西側は、かつてSuccexまで給電されていたが、内戦

による損傷などは修復されておらず、現在はLakkaまでしか給電されていない。かつて給電し

ていた地域は配電網の修復・整備に手がまわっていない。半島の東側は、NPAの電力は供給さ

れていないが、携帯電話局、陸軍基地などの一部地区は、自家発電でまかなっている。特に、

Hastings地区以南のマングローブの密生する地域や平坦部には、政府プロジェクトによる住宅

団地が急速に建設され移住が進んでいるが、NPAの電力は一部にしか供給されていない。また、

半島南端に近い漁業基地の町Tombuも発電機が故障し、停電状態であった。 
 
６－１－２ 配電システムの拡張計画 

WBプロジェクトおよび日本の無償援助で33kVの配電システムの建設計画がある。今後、ブ

ンブナ水力の電力を受けて33kVの配電線の稼動が計画されている。ただし、WBプロジェクト

は、入札結果、予算に合わせて範囲調整中の状態である。日本の無償援助のステップ－１で

建設されるリージェント（Riegent）変電所は、「シ」国担当分の土建工事が順調に進めば、

2009年半ばには稼動できる予定である。計画中の33kVシステムが完成した場合の概略を図６

－１配電システム図に示す。 
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ブンブナからの161kVの送電線は、キングトム発電所に隣接する161/33/11kV変電所（２×

25MVA変圧器）において、33kVおよび11kVと接続されることになる。WBおよび日本無償の

両33kVプロジェクトが完成すると、キングトム、ウイルバーホース（Wilberforce）、リージェ

ント、ブラックホールロード（Blackhall Road）、ウエリントンの各変電所を33kVで連系し、

11kVでの一次変電所の能力を補強することになる。かつて33kV配電システムを建設し、内戦

で中断したブラックホールロードおよびウエリントン変電所には、33kVシステム用の変圧器、

配電盤などが残存しているが、再使用のための検査等がなされる必要がある。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図６－１ 配電システム図 
 

６－１－３ 配電システムの容量と運用 

11kV配電線の容量に対する制約はPILケーブルにある。PILケーブルは、185mm2 銅導体ケー

ブルであるが、通常は250A、最大でも280Aを通電制限としており、１回線当たり約４MW程

度しか送電できる容量がない。したがって、キングトム発電所内の11kVの幹線６回線からの

送電容量も総計20～25MW程度しかない。過去に記録した最高の負荷は、2002年12月５日の

26.5MWである。 

33kV送電線に使用する架空線用120mm2 ACSR（Aluminum Conductor Steel Reinforced：鋼心

アルミ電線）あるいは、地中線用95mm2 XLPEケーブルは300A程度の通電容量があり、33kV
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送電線は１回線当たり15MW程度の送電容量がある。33kV送電線２回線で主要な１次変電所

を連系することにより、現状約20MW程度のフリータウンの配電システムの主幹線の容量は合

わせておよそ50MWにまで上昇することになる。 
これは、設置されている11kV/400V～230V変圧器の総計約100MVAが、約50％で負荷される

ことによる容量とほぼ一致する。 
しかしながら、１次変電所で確認した11kV､400Vの負荷電流をみると、３相間の不平衡度が

大きいため、変圧器の容量を十分活用できていない可能性がある。問題は需要家につながる

400V配電網での配電能力である。 
また、変圧器の過負荷防止は、変圧器２次側の主配電盤での電流確認に止まっており、過

負荷防止対策が十分とられているとは思われない。定時記録などのデータ採取も不足してい

る。 
調査団が訪問した際、キングトム発電所は全発電機が停止しており、電力は緊急用発電シ

ステム（容量25MW）で供給されていた。この緊急用は有期のものであり、ブンブナからの電

力供給が開始されれば停止する予定であろう。 
緊急用発電システムがなく、キングトム発電所のみが電力供給をしていた時期には、全需

要家に同時に供給する能力が不足するため、フリータウン全域を３区域に分け計画停電をし、

Load Shedding（負荷遮断）と呼ばれる方法により、選択負荷遮断が行われていた。昼は事務

所などの多い地区を中心に、夜は一般家庭の多い地区を中心に供給しているとのことであっ

た。 
 
６－１－４ 自家発電設備 

現在、NPAから電力供給を受けていない自家発電設備を保有する工場、ホテル、病院などの

大型需要家が存在する。自家発電設備は電気安全管理の面もあり、NPAに登録料を払って登録

することが義務付けられている。２年前には35MW余りが登録されており、最近の燃料価格高

騰で、廃業した事業所もあるとのことであるが、一つの潜在需要を示していると考えられる。

自家発電は大部分の需要家でNPAからの電力と切替可能となっており、ブンブナからの電力供

給が開始され、電気料金如何では自家発電からNPAの配電システムの負荷として加わることが

考えられる。 
 

６－２ 配電システムの保守と管理 

６－２－１ 配電システムの保守管理と体制 
老朽化した配電システムの保全管理は、日々通報される故障（中には火災にまで発展する

ものもある）に対応した修理に追われている。いわゆるBroken-down Maintenance（故障対応保

全）が中心となっている。したがって、計画的に順次老朽化した部分を新材料等で更新し、

予防的に対応する保全などには十分手が回っていない。すなわち、管理された運営とは程遠

い状態である。また必要な資材購入申請しても、資金余裕がなく、上部で却下されるという。

最近は、モロッコ政府からの供与資材などを使って対応している。 
配電システムの保全責任をもつ送配電（Transmission & Distribution）担当グループは、

Manager以下Engineerが５名、Technician30名の陣容である。長年人材不足の中で運営を続けて

きたのであろうが、管理面からの脆弱性は否めない。 
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配電システムは、顧客とのインターフェイスであり、電源に余力があるかぎり配電に努め、

確実に料金徴収につなげていくことが必要である。 
現在、顧客からの料金徴収のためのデータベースは存在するが、各顧客に至るまでの技術

的データ・図面が全くないといってもよいくらい不十分である。通常、配電システムにおい

ては、管理すべき配電盤、遮断器、変圧器などの機器の履歴データ、配電線の顧客に至るル

ート図、電線の太さ・分岐、電柱等の線路のデータも整備すべきである。 
図面は11kV系統の単線結線図が存在するが、最新版に改訂されていない。また、各変電所

の11kV配電盤、400V主配電盤自身の結線図等は存在するが、その下流の配線図は手書きのも

ので一部しかなく、各需要家までの状況を示す図面及びデータが未整備である。電力量計等

の校正管理状態も不明確である。顧客負荷に見合う電線容量や、給電点での電圧が確保でき

ているかの検証ができるためのデータが必要である。異常に長い配電線は、必要以上の電圧

降下と損失をもたらすからである。 
 

６－２－２ 配電システムの損失率 
発電所内で消費される電力と配電網のテクニカルロス、ノンテクニカルロスを合計すると

40％程度が電力ロスであると推定されている。PPA社（Power Planning Associates Ltd.）が実施

した調査報告書によると、2002年の電力ロスの内訳は以下のとおりである。 

発電所内電力 5.3％ 

11kV配電線 2.9％ 

11/0.4kV変圧器 1.1％ 

低圧配電線 9.5％ 

ノンテクニカルロス 21.9％ 

合 計 40.8％ 

 

NPAでは、このデータを検証したことはないという。 
過去１年間の電力ロスも表４－２のNPAシステムロスおよび売上回収状況（2007年11月～

2008年６月）に示されるように、40～45％程度存在する。 
特に、低圧配電線のロスとノンテクニカルロスが大きい。低圧（415V～230V）配電線の通

電発熱によるテクニカルロスは、電線が細く、距離が長い場合に大きくなる。２年前の調査

では低圧配電線は通常400m以下とすべきであるが、1,700mにも達するものがある。また、電

線の接続・分岐も正規の方法でなく、接続部での発熱の大きい箇所もある。 
ノンテクニカルロスは、電力メーターを通さずに使用される電力、いわゆる盗電などによ

る損失である。盗電されにくい引込線の採用や、取り締まりの強化などの地道な取り組みに

より改善するしか方法がない。 
 

６－３ 本格調査の概要および留意事項 

６－３－１ 配電システムのリハビリテーション・拡張 
今回予備調査で判明したように、現状の配電システムは老朽化しており、リハビリテーシ

ョンを要するにもかかわらず、費用・資材・人材の投入が不十分である。ブンブナ水力の電
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源が確立されれば、その電力を活用し、社会・経済の発展に活用していくための需要家への

配電システムに焦点は移ることになる。したがって、本格調査ではNPAの資金源としての料金

収入増大のためにも、配電システムのリハビリテーション・拡張の計画に注力される必要が

ある。 
リハビリテーション・拡張計画の中には、過去に33kVシステムとして建設された設備の修

復、内戦以前には配電システムが存在した箇所の修復、新住宅団地等の料金徴収が可能な需

要家（現在、自家発電でまかなっている需要家を含む）へ拡張するための配電計画も含まれ

る。 
本格調査において、電力開発計画のもと、リハビリテーション・拡張等で確実な電力需要

の増加が見込まれるのであれば、負荷容量・給電地域（距離）の増加如何によっては、電力

系統幹線の電圧・容量の上昇も検討されるべきであろう。 
 

６－３－２ 配電システムのデータ収集と監視・計測システム 
配電システムの確実な計画、設計、建設、運用、保全などのためには、必要なデータの収

集・整備が欠かせない。多くの配電会社は、従来は手作業でやっていた作業も、最近パソコ

ンなどを活用し、データベース化している。現在、NPAの顧客からの料金徴収のデータベース

と配電システムのデータとはつながっていないことは先述したが、少なくとも配電システム

の保全・管理、計画、建設、運用のために必要とされる項目には、図６－２の配電システム

の情報管理項目に示すものがある。配電ネットワークのデータは、顧客別に配電線を接続し、

負荷を監視し、線路の過負荷と電圧降下を監視しながら、配電システムを効率的に運用する

ためのデータである。変電所、遮断器、変圧器などの機器は保全管理、予備品購入のための

履歴データもある。また、ネットワークの状況をリアルタイムに運転監視・計測するための

遠隔監視制御・情報取得（Supervisory Control and Data Acquisition：SCADA）と呼ばれるシス

テムも、最近は導入されている。 
それ以外に、配電部門の管理用ツールとして、資材管理、費用管理、作業実績の管理のた

めのシステムの導入も考えられる。本格調査においては、これらのシステムの導入について

検討されることが考えられる。 
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出典：Electricity distribution network design; E.Lakervi and E.J.Holmesをもとに調査団にて作成 

図６－２ 配電システムの情報管理項目 
 
６－３－３ 配電部門の人材育成 

NPAは、キングトム発電所の敷地内にトレーニングセンターを有する。このセンターは、

1984年ドイツ政府の援助で建てられたものであり、内戦２年間の休止があったがこれまで多

くの修了者を輩出している。座学用の教室棟と実技訓練用のワークショップから構成されて

いる。 
教育訓練のコースは機械と電気に分かれており、教師側は機械、電気と各５名のInstructorが

いる。コースは３年制で、２年前の調査では各学年、機械、電気各14名のTraineeがいた。 
カリキュラムは表６－１に示す。Technicianベースのカリキュラムであるので、Engineerあ

るいはManagerクラスのカリキュラムについては不十分である。外部の機関等を活用すること

が検討される必要であろう。 
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表６－１ NPAトレーニングセンターのカリキュラム 

Electrical Course Mechanical Course 

Theory：①Electrical Calculation 
②Electrical Technology 
③Electrical Technological Drawing 
④Electronics Protection & Regulator 

Mechanic 
General: 

①Technological Mathematics 
②Workshop Technology 
③Technical Drawing 
④Diesel Technology 
⑤Basic Electricity 

Practical：①Basic Metal Works 
②Installations Control Circuit 
③Line & Cable Network Winding 
④Electric Appliances Repair 
⑤Projects Work 

Practical:  ①Bench Work 
②Gas & Arc Weld 
③Diesel Fitting 
④Machining 
⑤Pipe Fitting 
⑥Projects 
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第７章 環境社会配慮 
 
７－１ 関連法規・国際条約 

７－１－１ 新環境法 
「シ」国では、1993年に国家環境アクション・プラン（National Environmental Action Plan）

が制定され、同法に基づき2000年に環境保護法（Environmental Protection Act 2000）が制定・

施行されていた。しかし、新大統領による新体制として、従来の環境省に代わる環境庁を設

置する環境庁法（Environment Protection Agency Act, 2008）が2008年７月10日付で国会に提出

され、大統領の署名を経て近日中に公布される。 
この環境庁法の定める主な内容は、下記のとおりである。 

・環境庁の設置：Board of Directorの設置と役割。Executive Directorの責任・権限 
・環境庁の機能と管理：他の省庁等への指導、環境に関する総合調整・連絡、環境問題に対

する許可･取消、命令、手続き、警告等の形で発令、基準・指針の発行、環境影響評価

（Environmental Impact Assessment：EIA）の手続きの順守徹底、国際条約、他機関、地方議

会等との事務局、環境問題の調査、研究・開発の推進、モニタリング等 
・環境庁の組織（図７－１参照）：化学管理部、情報・教育・通信部、環境順守徹底部、部門

間･国際間協力部、財務部、管理部を設置 
・EIA：実施手順（後述） 
・オゾン層破壊物質：管理手順 

なお、本法の施行により旧体制下で設置されていたNational Commission on the Environment 
and Forestry Act 2007（NaCEF）および関連のアクション・プランは、廃止される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図７－１ 環境庁組織図 
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EIAに関する手続きは、環境庁法の第24条から第39条までに詳細に定められているが、概要

を図７－２に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 図７－２ EIA手続きフロー 
 

提出（森林以外）

提出（森林部分）

　

EIA実施必要

EIA実施不要

提出要求

提出

許可

不許可

関係機関 プロジェクト実施者ステークホルダー
（専門家、関係省庁、NGO、一般市民など）

EIA ライセンスの申請書
(ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ詳細情報を含む)
FIRST SCHEDULE を適用

(第24条)

環境庁
（Environment
Protection
Agency）

農業、森林、食糧
保障省（Ministry of

Agriculture,
Forestry and Food

Security）の
森林部(Forest

Division)

EIAの実施
SECOND SCHEDULE

を適用（第25条）

環境影響評価書作成
THIRD SCHEDULEを適用

（第26条）

EIA不要連絡

公開
パブリックコメント

提出されたEIA報告書

ライセンス

ライセンス発行不許可通知
(文書)

EIA不要(文書)

EIA実施の
要否検討

（14日以内）

ﾗｲｾﾝｽ発行
Board審議
（21日以内）

--

--

--

--

コメント集約
→Board審議
→追加資料

EIAに伴う追加資料
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本電力供給M/P調査プロジェクトの本格調査においては、発送配電設備が、森林及び森林以

外への環境影響が想定されるため、図７－２の手順に従い、EIA・ライセンス申請をすること

が必要であるとの環境庁の見解であった。 
 
７－１－２ 環境関連法規 

環境庁法は、いわゆる「環境管理の仕組み」法であり、国の個別の事業における環境管理

の責任は関連の省庁にある。今回のM/Pに関連する法律には、少なくとも次のものがある。 
 
（１）Forest Act, 1988（森林法）および同法のRegulation 1988 

省内に、森林のChief Conservatorを任命し、森林の管理を実施する。森林は保護される

森林と伐採対象の森林に区分される。保護の対象は厳しい制限を受ける国定の森林区、野

生生物保護区等に区分している。本法の施行規則として、Forest Regulation 1988がある。 
 
（２）Wildlife Conservation Act, 1972、ammended 1990（野生生物保存法） 

本法では、保護地域をNational Park, Strict Nature Reserve、Non Hunting Forest Reserve、
Game Reserves、Game Sanctuaries、Forest Reserve などのクラスに分類し、森林、動植物、

魚類の保護を定めている。なお、Non Hunting Forest ReserveはNational Parkに格上げされ、

現在では５段階に分類され保護されている。 
 
７－１－３ 国際条約、国際的な取決め 

「シ」国が批准し、受諾している国際条約、国際的取決めには以下のものがある。 
 

表７－１ 国際条約･取決め一覧 

英文名 和文名 
Convention of Biodiversity（CBD） 生物多様性に関する条約 
United Nations Framework Convention on Climate 
Change（UNFCCC） 

国連気候変動枠組条約 

United Nations Convention to Combat Desertification
（CCD） 

国連砂漠化対処条約 

Convention of International Trade in Endangered species 
of Wild Fauna and Flora（CITES） 

野生動物・魚の絶滅危惧種の国際取引に

関する条約 
Convention on Wetlands of International Importance
（Ramsar） 

特に水鳥の生息地として国際的に重要な

湿地に関する条約（ラムサール条約） 
Abidjan Convention in Sustainable manage of the coastal 
and marine environment.  

海浜・海洋環境の持続的管理条約 

United Nations Convention on the Law of The Sea
（UNCLOS） 

海洋法に関する国連条約 

Basel Convention 有害廃棄物の国境を越える移動およびそ

の処分の規制に関するバーゼル条約 
Vienna Convention オゾン層の保護のためのウィーン条約 
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Montreal Protocol オゾン層を破壊する物質に関するモント

リオール議定書 
Stockholm Convention on persistant organic pollutions
（POPs） 

残留有機汚染物に関するストックホルム

条約 
Kyoto protocol 京都議定書 

 
７－１－４ その他の主な関係機関と責任分野 

その他、環境庁法により、Board of Directorsのメンバー（表７－２の*印）であり、環境社

会配慮に対する個別の行政に対する責任機関としては下記がある。それぞれの環境社会配慮

関連所管業務を示す。 
 

表７－２ 関係機関一覧 

英文名 和文名（正式訳でない） 所管行政 
*Ministry of Internal Affairs 内務省 土地利用、先住・少数民族 
*Ministry of Agriculture, Forestry 
and Food Security 

農業、森林、食糧保障省 森林部が、森林の環境管理を

担当。文化遺産管理 
*Ministry of Mineral Resources 鉱物資源省  
*Ministry of Marine Resources 海洋資源省  
*Ministry of Tourism 観光省 文化遺産管理 
Ministry of Finance & Economic 
Development 

財務・経済開発省  

*Ministry of Trade and Industry 通商産業省  
*Ministry of Transport 交通省 道路利用 
*Ministry of Health 保健省  
*Petroleum Unit 石油機関  

 
なお、非自発的移住については関係省庁すべてで担当する。フリータウンの廃棄物は、市

役所（City Cousel）と環境庁が行う。 
 
７－１－５ 環境基準 

「シ」国のアクション・プランや環境決議には、具体的な環境規制や環境基準などの一般

的な取決めはなされていない。そのため、英国、EUやWBハンドブックやガイドライン等を参

酌している。WBガイドラインを参考事例として下記にあげるが、本格調査において採用する

基準等についてはC/Pと協議を要する。 
 

７－２ プロジェクトサイトの自然・社会環境の状況 

７－２－１ 自然環境の状況 
プロジェクトサイトである首都圏は、都市部に人口が集中するばかりでなく、その背後に

は、保護すべき森林や希少動植物の生育するNational Park（図７－３：黄色＋橙色部分）が存

在している。 
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出典：Ministry of Agriculture, Forestry and Food Security 森林部作成図面に調査団追記 

図７－３ ウエスタンエリア森林保護区図 
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（１）森林保護区 
フリータウンの南５kmのところから長さ37km、幅14kmにわたって狭い連鎖状の丘が

Western Area Peninsula Forest（WAPF）である。この地域は、希少な動物、植物が多く、季

節の変化を最も受けやすく、森林保護区として指定されている。 
この地域の標高は、最も高いのが南部にあるPicket Hill約900mである。幅の狭い海岸線

が半島の北部、西部、南部に続く。この地域の年間降雨量は3,000mmから7,000mm。日中

の平均温度は、乾季で25～30℃、雨季で22～27℃。湿度は15時値で年間45％から80％であ

る。 
首都フリータウンからWAPFにかけての道路沿いには、多数の集落が存在する。WAPF

は、「シ」国の西部に残る湿地に囲まれた森林を形成している。150mから900mにかけて

湿林であるが、森林植物は自然の草地である海岸線地帯で遮断されている。この地域は、

鳥類、哺乳動物等の狩猟禁止地域に指定されている。起伏は全般的にかなり急峻であり、

丘は多くの岩場の水流あるいは季節的に流れる水流がある。ここには３つの貯水池

（Guma Valley、Congo Dam、Hatings地区）であり、フリータウンおよび半島の地域への

水源となっている。 
本森林保護を担当する農業、森林、食糧保障省の森林部によれば、本森林保護の重要

課題は、水源地の保護と野生動植物の多様性の保護であるという。 
現在、森林保護区内への住宅の建設が各所で進んでいるが、増加する人口に対する居

住地の確保と森林保護との間にトレードオフ（相反関係）が存在する。また、森林保護区

の侵入の状況は、森林部がランドサットからの情報を加工して把握している。 
図７－３において、森林保護区（黄色）に対して、住宅の建設が進んでいる地域は橙

色で示される。 
 
（２）生態学的に重要な生息地（マングローブ礁、干潟・湿地等） 

半島の北東側には、Sierra Leone River Estuaryとして広範囲にマングローブ湿地が広がる

が、これはラムサール条約の対象地域である。この地域には、現在マングローブ礁の間隙

ともいえる土地部分（特に、Hastingsより南東部）に、政府プロジェクトとしてニュータ

ウンが建設されている地域が広範に存在する。 
また、Guma Trailなどは湿地（Swamps）として指定されている。 

 
（３）鳥類生息種 

国際自然保護連合（International Union for Conservation of Nature and Natural Resources：
IUCN）のデータによれば、この地域に生息する２つの絶滅危惧種―White-necked 
Picathartes（Vu）とGreen-tailed Bristlebill（Vu）を確認したが、本格調査では更なる調査

が望まれる。 
注：Vu：絶滅危惧種 

 
（４）哺乳動物と他の動物の生息種 

IUCNのデータによれば、Red Colobus monkey（En）、Sooty Mangabey（NT）、Diana 
Monkey（NT）、Leopard（Lc）、Jentink Duiker（Vu）、Black Duiker（LR/nt）およびMaxwell 
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Duiker（LR/nt）などの生息を確認したが、本格調査では更なる確認が望まれる。 
注：En：絶滅危惧種、NT：準絶滅危惧種、LR/nt: 準絶滅危惧種、Lc:軽度懸念種 

 
７－２－２ 社会環境の状況 
（１）アクセス道と施設 

森林保護区は、首都フリータウンの中心から５kmのところから始まる。森林保護区内

を縦断する自動車道があり、多くの森林保護区への進入路もある。保護区内にも数個の歩

行道もある。また、森林保護区を包み込むように、半島全体を一周する道路が存在する。

その道路も一部森林保護区を通過している。森林保護区と海岸の間にはホテル、ビーチバ

ーなどが観光用に存在する。森林保護区を縦断するか、あるいは半島一周する送電線が計

画される場合は、保全上、道路に沿って建設することが考えられるので、森林保護区内を

通過する箇所について本格調査時に確認が必要である。 
 
（２）少数民族・先住民・貧困層 

首都圏には、国内各地からの住民が流入している。部族、貧困層等特別な配慮の要否

について、事前調査期間中に確認できなかったことから、本格調査において確認が必要と

なる。 
 
（３）文化遺産 

観光省が所管するEco-tourismの対象としては確認できなかったが、本格調査において確

認することが必要である。 
 
７－２－３ プロジェクト実施に伴い想定される環境・社会への影響と緩和策について 
（１）非自発的住民移転 

本格調査において援用する送電線設計基準に照らして、線路との離隔距離が確保でき

ない場合に発生する可能性がある。特に、送配電線のフリータウンの丘陵地帯での住居と

の離隔関係に注意する必要がある。また、住民移転が必要となった場合、補償等の基準に

ついても本格調査において確認が必要となる。 
 
（２）地域経済、土地利用、地域資源使用 

発電所、変電所、送配電線路などの更新、拡張、延伸等は、土地利用を伴うため関係

官庁との調整が必要となる。特に、森林保護区内に建設する場合は、農業、森林、食糧保

障省の森林部にEIAライセンスの申請を行うことが必要である。 
 
（３）文化財 

観光省が所管している。発電所、変電所、送配電線路などの更新、拡張、延伸等計画

策定時には確認が必要である。 
 
（４）公衆衛生・人の健康 

送配電線路による電磁的環境の人の健康への影響について配慮が要求される。 

－46－



 

 

（５）大気汚染・騒音･振動 
ディーゼル発電所、ガスタービン発電所、蒸気火力発電所が計画される場合には、大

気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音・振動について環境基準を順守できることを、EIAに

おいて確実に実施される必要がある。 
 
（６）交通渋滞 

フリータウンに市内はすでに相当程度の交通渋滞を招いており、M/Pにおいて計画され

る発電所、変電所、送電・配電設備（架空および地中）を建設する場合建設工事・資材運

搬等による交通渋滞については、所管官庁との綿密な打合せ・調整が必要となる。 
 
（７）樹木伐採 

変電、送電、配電設備設置のため、WAPFにおける樹木伐採はEIAの対象となり、EIA実

施手順に従う必要がある。 
 
（８）絶滅危惧種の哺乳動物、鳥類およびその他の動植物への影響 

既述したように、WAPFにおける保護対象生物種が定められており、狩猟禁止地区にも

指定されており、これらを順守する必要がある。なお、すでに記述した生物種の指定がな

いか、本格調査で確認願いたい。 
 
（９）マングローブ湿地等への影響 

半島の東北部の海岸に広がるSierra Leone River Estuaryがラムサール条約の対象地域であ

るが、この地域には、現在マングローブ礁の間隙ともいえる土地部分（特に、Hastingsよ
り南東部）に、政府プロジェクトとしてニュータウンが建設されている。M/Pでは、これ

ら地域への電力供給が含まれることが考えられるが、そのため設備の建設・運営における

環境影響はEIAの対象として検討されることが必要である。 
 
（10）水質汚濁・土壌汚染（地下水・表面水） 

M/Pにおいて、既設キングトム発電所がどのように位置づけされるかにも左右されるが、

存続される限りにおいて、関連する環境基準は順守される必要がある。特にキングトム発

電所では、WBから指摘を受け、大規模なクリーニングを近日中に実施する。同発電所か

ら流出する排水およびそれに含まれる油分（ノルマル・ヘキサン鉱物油）の海洋への流出

は、国際基準では許容されない。キングトム発電所では、重油の配管、加熱器等のプロセ

スからの漏油は回収ピットを通じて油水分離槽に流入し、それなりに油分を分離・回収し

ている。しかしながら、長年の操業中に、敷地内に漏れ、土壌に浸透した油分については

対策がとられておらず、雨季における集中的降雨時には、地表に漏洩した油分および油水

分離槽からのオーバーフローが、雨水とともに海洋に流出する危険が存在する。 
 
（11）廃棄物 

発電所から発生する産業廃棄物が対象となるが、廃棄物処理の所管が環境庁と市役所

の共同管理となっており、責任分担が不明確である。発電所で発生する廃油・残渣等は、
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専門業者に引き取らせている。法規制・環境基準に従った処理がなされていることの確認

がEIAに含められるべきである。 
 
７－２－４ 予備的スコーピング 

今回のM/Pに対する予備的スコーピングを表７－３に示す。 
 

表７－３ 予備的スコーピング 
Name of Cooperation Name  
No. Impacts Rating  
Social Environment  *Regarding the impacts on “Gender” and “Children’s Right”, might be related 
to all criteria of Social Environment 
1 Involuntary Resettlement C～ Relocation of houses is avoidable with 

appropriate transmission /distribution line 
route selection. 

2 Local economy such as employment and 
livelihood 

- No impact is expected. 

3 Land use and utilization of local resources C～- Power station, substation and transmission 
/distribution line use land with ROW（rights 
of way） 

4 Social institutions such as social 
infrastructure and local decision-making 
institutions 

- No impact is expected. 

5 Existing social infrastructures and services - No impact is expected. 
6 The poor, indigenous and ethnic people - No impact is expected. 
7 Misdistribution of benefit and damage - No impact is expected. 
8 Cultural heritage - No impact is expected. 
9 Local conflict of interests - No impact is expected. 
10 Water Usage or Water Rights and Rights of 

Common 
- No impact is expected. 

11 Sanitation - No impact is expected. 
12 Hazards（Risk） 

Infectious diseases such as HIV/AI-S 
C～- EMF（Electric Magnetic Force） from 

transmission line may give hazards 
Natural Environment   
13 Topography and Geographical features - No impact is expected. 
14 Soil Erosion C～- Power station, substation and transmission 

/distribution line give impact during 
construction and operation 

15 Groundwater - No impact is expected. 
16 Hydrological Situation - No impact is expected. 
17 Coastal Zone（Mangroves, Coral reefs, 

Tidal flats, etc） 
- No impact is expected. 

18 Flora, Fauna and Biodiversity C～- Distribution line passing in the restricted 
forest reserve may give impact 

19 Meteorology - No impact is expected. 
20 Landscape - No impact is expected. 
21 Global Warming - No impact is expected. 
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Pollution   
22 Air Pollution - No impact is expected. 
23 Water Pollution - No impact is expected. 
24 Soil Contamination - No impact is expected. 
25 Waste - No impact is expected. 
26 Noise and Vibration - A little impact at construction stage 
27 Ground Subsidence - No impact is expected. 
28 Offensive Odor - No impact is expected. 
29 Bottom sediment - No impact is expected. 
30 Accidents - No impact is expected. 

Rating：A Serious impact is expected 
B Some impact is expected 
C Extent of impact is unknown（Examination is needed. Impacts may become clear as study progresses.） 

 
７－３ 本格調査の概要および留意事項 

今次調査において、新環境庁法審議や関係者が環境庁設立業務に忙殺されていたことなどあ

り、十分な聞き取り調査を実施することができなかったことから、予備的スコーピングを作成で

きうる情報の収集を達成できなかった。本格調査開始ごろ（2008年11月下旬）には、環境庁の業

務も始まっていると見込まれることから、上記報告事項から漏れた事項に関しては、本格調査に

おいて明らかにされることを期待したい。 
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6 GoSL Letter of Sector Policy Issued by Government of the Republic of Sierra Leone（2007） 

7 MOEP Road Map Towards a More Efficient Energy Sector（2008） 

8 GoSL Presidential Energy Emergency Task Force, Draft Terminal Report（2008） 

9 GoSL The National Power Authority Act（1982） 

10 NPA Reference Request for Additional Information and Validation of Information（2006） 

11 NPA Trend in Petroleum Product Price 1996-2007（2007） 

12 NPA GDP and Population Data 

13 NPA Current Tariffs by Main Consumer Category  

14 NPA Electricity Generation（all units in kWh）: Year 2007（2007） 

15 NPA Key Performance Indicators November 2007 to June 2008 

16 NPA 
Request for Payment to Global Trading Group N.V. for Fuel Consumed in June 2008 for 

the Operation of the 15MW Rental Power Diesel Generating Plant at Kingtom（2008） 

17 MOEP Master Plan for the National Power Authority（2008） 

18 NPA Billing and Collection Information（2007） 

19 NPA Generation Operational Report（2007） 

20 NPA Load Capacity of Interconnections 

21 NPA Future Plan for National Power Development and Supply 

22 NPA Regional Development Plan such as Freetown Development 

23 NPA Present Peak Load and Projected Demand  

24 GoSL The Forest Act, 1988 

25 NPA Existing 11kV Network Structure 1992 Western Part （DWG. No. 6819EW7014） 

26 NPA Existing 11kV Network Structure 1992 Eastern Part （DWG. No. 6819EW7014） 

27 NPA Faulty Transformers in The System 

28 NPA Substation, Transformer, Switchgear List 

29 NPA T&D Staff List 

30 EPA Western Area Peninsula Forest Extent 

31 EPA Comparison of Former and Actual Western Area Peninsula Forest Extent 

32 EPA 
Comparison of extent of Officially Declared Forest Reserve Areas with actual extent of 

mostly undisturbed Tropical Rainforest on the Western Area 
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